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序章 第２次中期経営計画の改定について 

序章 第２次中期経営計画の改定について                  

序－１ 改定の趣旨 

第 2次水道事業中期経営計画（以下「第 2次計画」という。）は、平成 27 年度から平

成 34 年度までの 8年間を計画期間として、中間年度である平成 30 年度に前期計画期間

（平成 27 年度から平成 30 年度まで）の総括的な評価・検証を行い、必要に応じて後期

計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）における主要事業や経営収支見通しの見

直しを行うこととしています。 

また、平成 30 年度において市政運営の最上位計画である「上越市第 6 次総合計画」

の後期基本計画（平成 31 年度から平成 34 年度まで）が策定され、市の財政計画など主

要な計画の見直しも行われることから、関係する計画との整合を図りながら、第 2次計

画の第 4 章「基本方針」に掲げた「平成 34 年度の姿」の達成に向け、計画の改定を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

序－２ 改定の範囲 

 第 2 次計画は、第 5 章「主要事業計画」に掲げた業務指標によって、毎年度の予算、

決算時に評価・検証を行い、計画の進捗状況を管理しています。前期計画期間において

は、簡易水道事業及び小規模水道事業の水道事業への統合を平成 29 年度に実施するな

ど、概ね計画したとおりに進捗しています。 

 これらを踏まえ、今回の改定では、当初計画の主要な要素である第 5章「主要事業計

画」と第 6章「経営収支見通し」の見直しを行います。 

平成 34 年度の姿 

①安全、安心な水道水の安定供給を維持している。 

②現行料金を維持し、健全な経営を行っている。 

③施設・管路更新に必要な資金を確保している。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 

序－３ 改定の基本的視点 

（１）改定の留意点 

  ①人口減少 

   国立社会保障・人口問題研究所が公表した平成 30 年 3 月推計の行政区域内人口

は、当初計画で採用した平成 25 年 3 月推計と比較し、更に減少する推計結果とな

りました。有収水量全体の約 7 割が家庭用水量であることから、人口減少を反映し

経営収支見通しの見直しを行います。 

 

 ②自然災害への対応 

   平成 28 年 4 月の熊本地震、平成 29 年 7 月の九州北部豪雨、平成 30 年 6 月の大

阪府北部を震源とする地震、平成 30 年 7 月豪雨、平成 30 年 9 月の北海道胆振東部

地震など全国各地で自然災害が発生し、住民生活に大きな影響を与えているととも

に水道施設にも多くの被害が発生しました。 

水道は、住民生活に最も欠かせないライフラインの一つであり、安全で安定した

供給を確保することが重要なことから、水道施設の強靭化を図るため、後期計画期

間においても管路の耐震化などの対策を主要事業として行います。 

 

③簡易水道事業等の統合 

   平成 29 年度に簡易水道事業及び小規模水道事業を水道事業に統合し運営してい

ます。水道水の相互融通や施設及び管路の統廃合等、統合によるスケールメリット

を生かした取組を進めていることから、主要事業計画や経営収支見通しに反映しま

す。 

 

  ④新庁舎建設 

   平成 30 年 2 月策定の「上越市庁舎再編（配置の適正化）の基本方針」に基づき、

現ガス水道局庁舎を市役所の基幹庁舎として活用することに伴い、新たにガス水道

局庁舎を建設することから、建設費用等を経営収支見通しに反映します。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 

⑤城山浄水場の大規模改修 

   城山浄水場の新設は、当初計画の経営収支見通しにおいて平成 44 年度から 5 年

間で総額 90 億円を見込んでいましたが、浄水設備の老朽度や今後予定される修繕

費の見通し、また、人口減少に伴う水需要の減少などを総合的に判断した結果、新

設ではなく、現城山浄水場の大規模改修を行うこととし、期間は平成 33 年度から

4 年間、事業費は総額約 50 億円と想定し、主要事業計画や経営収支見通しの見直

しを行います。 

 

（２）主要事業、取組の検証と見直し 

  ①業務指標の見直し 

   毎年度の予算、決算時に行っている評価検証を基に前期計画期間の総括的な評価

検証を行い、業務指標の見直しを行います。 

 

  ②主要事業、取組の見直し 

   前期計画期間に実施した事業内容を確認するとともに、施設の長寿命化や統廃合

及び将来需要を見据え、事業の必要性や緊急性を鑑み、後期計画期間の主要事業計

画の見直しを行います。 

 

（３）中長期的な経営収支見通し 

  （１）改定の留意点、（２）主要事業、取組の検証と見直しを踏まえ、将来を見据

えた経営収支見通しの見直しを行います。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 
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第２次計画前期の状況と評価 



  



第１章 第２次計画前期の状況と評価 

第１章 第２次計画前期の状況と評価                    

 平成 30 年度の数値は、平成 30 年度予算及び現状を踏まえた見込値です。 

 

１－１ 業務指標の評価 

業務指標は、毎年度の予算、決算時に評価・検証を行い、計画の進捗状況を管理して

おり、中間年度である平成 30 年度に前期計画期間（平成 27 年度から平成 30 年度まで）

の総括的な評価を行い、後期計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）の計画全般

に反映させます。 

評価は、業務指標の基となる前期計画期間の主要事業計画の進捗状況を踏まえ、「完

了」「変更」「継続」で評価します。 

 今回の評価により「完了」となる業務指標は、「施設耐震化率」です。「管路耐震化率」

は、「基幹管路耐震適合率」に「変更」します。その他の業務指標は、後期計画期間も

「継続」して管理します。 

 「施設耐震化率」は、平成 27 年度から平成 29 年度までに予定していた正善寺浄水

場、柿崎川浄水場、城山配水池の耐震化が計画のとおり完了したことから、業務指標も

「完了」となります。 

 「管路耐震化率」については、国が医療機関や避難所等の重要給水施設に給水する管

路の耐震化に向けた各水道事業体の取組を推進しています。当市においても、比較的口

径が大きく基幹病院や避難所等への主要な管路である基幹管路の耐震化に向けた取組

を優先的に進めていること、国が公表する指標との整合を図る必要があることから、「基

幹管路耐震適合率」に「変更」します。 

「変更」「継続」する業務指標の数値は、後期計画期間の主要事業計画及び財政収支

見通しを基に見直しを行います。 
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

 

 

 

基本方針 H27 H28 H29 H30 評価 見直し後

鉛製給水管残存率
（％）

水質に対する苦情割合
（件/1,000件）0.81

2.0 1.8 1.7

水源保全投資額
（円/㎥）

職員資格取得度
（件/人）

鉛製給水管残存率
（％）

計画
継続

1.9

2.01 1.92 2.05

職員資格取得度
（件/人）

継続 ➡
水源保全投資額

（円/㎥）

継続

実績 0.03

計画 1.90

現行

1.00以下

0.38 0.24
1.00

以下

99.5を維持

12.5 25.1 37.1

14.4 26.9 39.0

27.0 27.9 28.9

27.3 28.3 29.1

80.4 91.8 91.8

80.4 91.8

2.1

完了

91.9

計画 0.23

計画 171.1

実績 120.7

計画 7.2

実績 6.7

8.1 7.8 7.6

7.9 7.5 7.1

373.9 360.8 345.3

374.2 359.2

0.06

91.9を維持

2.03

1.91 1.91 1.92

0.23 0.23 0.23

0.03 0.04

実績

計画 1.5

実績 1.7

計画 304.5

実績 315.4

1.8

303.5 301.4 303.0

配水量1㎥当たり
二酸化炭素排出量
（ｇ・CO2/㎥）実績 152.7

継続 ➡
給水収益に対する
企業債利息割合

（％）

給水収益に対する
企業債残高割合

（％）
継続 ➡

給水収益に対する
企業債残高割合

（％）

計画 329.5

実績 328.5

収納率
（％）

継続

340.2

169.6 170.1 170.6

159.4 153.6

計画

実績

損益勘定所属職員
1人当たり有収水量

（千㎥/人）

経常収支比率
（％）

継続 ➡
経常収支比率

（％）

給水収益に対する
企業債利息割合

（％）

➡
収納率
（％）99.6 99.6 99.7

305.7 315.7 321.6

123.5 121.2 114.7

127.0 127.8 126.9

115.0計画

99.5

③
持
続
可
能
で
機
動
的
な
事
業
経
営

損益勘定所属職員
1人当たり有収水量

（千㎥/人）

配水量1㎥当たり
二酸化炭素排出量
（ｇ・CO2/㎥）

水質に対する苦情割合
（件/1,000件）

150.3

①
安
全
で
安
定
し
た
供
給
・
②
将
来
需
要
に
即
し
た
施
設
更
新

経年管更新率
（％）

継続 ➡

➡

継続 ➡

➡
実績

継続 ➡

継続 ➡

計画 48.9

実績 53.7

計画 29.8

経年管更新率
（％）

管路耐震化率
（％）

変更 ➡
基幹管路耐震適合率

（％）

施設耐震化率
（％）

有収率
（％）

継続 ➡
有収率
（％）

計画

実績 92.7 92.2 92.2

91.8

実績 30.0

計画 91.8

実績 91.8
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

１－２ 経営状況の評価 

①推計人口 

単位：人 

年 度 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 

H25.3 推計 197,419 190,075 182,008 173,557 164,892 155,979 － 

H30.3 推計 196,987 189,393 180,961 172,017 162,726 153,020 143,032 

比 較 △ 432 △ 682 △1,047 △1,540 △2,166 △2,959 － 

 

国立社会保障・人口問題研究所の平成 30 年 3 月推計によると、上越市は平成 57 年

には 143,032 人となり、平成 27 年に比べ、53,955 人、27.4％減少するとされ、前回

の平成 25 年 3 月推計よりも更に人口が減少する推計結果になっています。 

  人口は、家庭用途が全体の約 7 割を占める当市の有収水量に大きく影響するほか、

施設更新に当たってのダウンサイジングの検討など、水道事業を運営する上で、特に

重要な要素となります。第 2 次計画の改定に当たっては、平成 30 年 3 月推計を基に

「主要事業計画」「経営収支見通し」の見直しを行います。 

   

 
   ※国立社会保障・人口問題研究所、日本の地域別将来人口（平成 25 年 3月推計、平成 30 年 3月 

推計）より 

197,419 
190,075 

182,008 
173,557 

164,892 
155,979 

196,987 

189,393 

180,961 

172,017 

162,726 

153,020 

143,032 

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57

単位：人 行政区域内人口推計値

H25.3推計 H30.3推計
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

 ②有収水量 

 単位：千ｍ3 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 22,923 22,753 22,580 22,386 

実 績 

(H30 は見込み) 
22,804 22,613 22,707 22,269 

比 較 △ 119 △ 140 127 △ 117 

 

給水戸数は、平成 26 年度と比べ平成 29 年度では、1,603 戸、1.9％増加しています

が、有収水量は、行政区域内人口の減少や節水型機器の普及などにより 23 万 7 千㎥、

1.0％減少しています。 

有収水量は、ほぼ計画どおり推移していますが、約 7割が家庭用水量であることか

ら、推計人口に比例し今後も減少することが見込まれます。 

 

※用水供給事業を除いた数値 
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

③損益 

単位：百万円 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 1,317 1,202 832 839 

実 績 

(H30 は見込み) 
1,472 1,481 1,388 1,098 

比 較 155 279 556 259 

 

  前期計画期間は、毎年度、純利益を計上しており、安定した事業運営を行うことが

できています。 

平成 29 年 4 月から簡易水道事業を水道事業に統合したことに伴い、市からの基準

外繰入金を廃止したため、平成 27、28 年度に比べ、平成 29、30 年度の純利益は減少

しています。 

  各年度とも計画値を上回る純利益を計上しており、平成 30 年度は、計画値に対し

約 2億 5,900 万円の増益を見込んでいます。これは、水道管の撤去などの固定資産除

却費が計画に比べ減少したことが主な要因です。 
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

④企業債残高 

単位：百万円 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 18,419 17,675 16,786 15,899 

実 績 

(H30 は見込み) 
18,368 17,551 16,662 15,774 

比 較 △ 51 △ 124 △ 124 △ 125 

 

  企業債残高は、建設改良費と内部留保資金残高のバランスを図りながら新規借入れ

を抑制したことから、平成 30 年度は計画値に比べ約 1 億 2,500 万円減少する見込み

です。これに伴い、支払利息も減少しています。 

 建設改良工事は、「主要事業計画」のとおり、基幹管路耐震化事業や経年管更新事

業（その他管路耐震化）などを計画的に行いました。なお、事業の財源となる内部留

保資金は、平成 30 年度において約 86 億円となる見込みです。 

  今後も人口減少が見込まれ、有収水量の増加が見込めない中、持続的に事業を行う

ため、内部留保資金とのバランスを図りながら企業債の新規借入れを抑制します。 
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第２章 
 

主要事業、取組の検証と見直し 



  



第２章 主要事業、取組の検証と見直し 

第２章 主要事業、取組の検証と見直し                    

 前期計画期間（平成 27 年度から平成 30 年度まで）に行った主要事業や取組について

総括的な検証を行い、後期計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）の見直しを行

います。また、後期計画期間の主要事業や取組を基に業務指標を見直します。 
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

２－１　体系図

基本方針と業務指標、主要事業、取組の関係を体系図で示します。

①安全、安心な水道水の安定供給の維持

②現行料金の維持、健全な経営の維持

③施設・管路更新に必要な資金の確保

※点線で囲われている業務指標及び主要事業、取組は、検証の結果、完了及び変更するもの
です。

①安全で安定した供給

浄水施設更新事業

基本方針 業務指標 主要事業、取組

経年管更新率 石綿セメント管更新事業

管路耐震化率 基幹管路耐震化事業

経年管更新事業
（その他管路耐震化）

施設耐震化率 浄水施設耐震化事業

損益勘定所属職員
1人当たり有収水量

職員数管理

経常収支比率

配水施設更新事業

有収率 漏水調査

水源かん養

職員研修

鉛製給水管対策

管網ブロック化

平成34年度の姿

水道管洗浄

水質調査

企業債残高管理

料金収納の促進

取水量1㎥当たり
水源保全投資額

職員資格取得度

配水量1㎥当たり
二酸化炭素排出量

③持続可能で機動的な事業経営
給水収益に対する
企業債利息割合

給水収益に対する
企業債残高割合

収納率

②将来需要に即した施設更新

水質に対する苦情割合

鉛製給水管残存率
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し
２-２　前期計画期間の主要事業、取組の検証

進捗状況 検証内容

前期計画期間の主要事業、取組の進捗状況と検証内容及び後期計画期間の主要事業、取組は、下記の
とおりです。

計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

計画していた正善寺、柿崎川浄水場及
び城山配水池の耐震化が完了したこと
から事業完了。

計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

15 料金収納の促進
計画

どおり
12 料金収納の促進

他工事と関連する箇所を除き、平成27
年度で更新が完了したことから事業完
了。

14 企業債残高管理
計画

どおり
11

計画
どおり

9➡
➡

➡

➡
➡

計画のとおりに進捗しており順調。

➡

9 職員研修
計画

どおり
7

10 鉛製給水管対策 未達 8

11 水道管洗浄 完了

管路更新や腐食しないポリエチレン管
の普及により突発的な濁りが発生しな
くなってきているため事業完了。ただ
し、水質検査結果や需要家からの通報
などにより、必要に応じて適宜、洗浄
作業を行う。

企業債残高管理

13 職員数管理
計画

どおり
10 職員数管理計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

水質調査12 水質調査 計画のとおりに進捗しており順調。

職員研修計画のとおりに進捗しており順調。 ➡

➡

6 水源かん養

植樹した木は概ね順調に育ち、下草刈
り等の手入れが不要になってきてい
る。合併処理浄化槽の設置は、定期的
に周知を行っているが導入は進捗して
いない。水源かん養を含め水道水源の
保護や管理の在り方について見直す必
要がある。

➡

7 漏水調査
計画

どおり
5 漏水調査

3巡目の折衝が終了したが、リフォーム
や解体による入替えが中心となり進捗
が鈍化している。業務指標のとおり、
残存率は、平成29年度実績で1.8％で底
打ちの状態にあり、後期計画期間の対
応について検討が必要である。

鉛製給水管対策

➡

未達

1
石綿セメント管

更新事業
完了

計画
どおり

3
経年管更新事業

（その他管路耐震化）
計画

どおり

4 浄水施設耐震化事業 完了

5 浄水施設更新事業
計画

どおり

8 水源かん養

浄水施設更新事業

6 配水施設更新事業

前期 後期

主要事業、取組 主要事業、取組

1 基幹管路耐震化事業

2
経年管更新事業

（その他管路耐震化）

2 基幹管路耐震化事業

配水施設更新事業

➡
➡計画

どおり
4

3
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

２-３　後期計画期間の主要事業計画

基本方針　安全で安定した供給（施設の耐震化）

業務指標
← →

※基幹管路耐震適合率の平成27年度から平成30年度までの数値は、参考値です。

　後期計画期間の主要事業計画、取組及び事業費は、以下のとおりです。
　平成30年度の数値は、平成30年度予算を踏まえ見込んだ数値です。

耐震管延長
÷

管路総延長

後期計画期間は、基幹管路を中
心に耐震化を行うことや国が公
表する指標との整合を図るた
め、基幹管路耐震適合率に変更
する。

管路耐震化率

27.3% 28.3% 29.1% 30.0%

14.4% 26.9% 39.0%管路更新累計延長
÷

計画期間中管路更新延長

経年管更新率

業務指標 H27 H28

耐震性を有する浄水場能力
÷

全浄水場能力

計画していた正善寺、柿崎川浄
水場の耐震化事業が完了したこ
とから業務指標を完了する。

施設耐震化率

80.4% 91.8% 91.8% 91.8%

35.7% 36.5% 37.2%

H34

61.3% 74.0% 87.0% 100.0%

(35.0%)基幹耐震管延長
÷

基幹管路総延長

基幹管路耐震適合率

(30.1%)

　石綿セメント管更新事業は、他工事と関連する箇所を除き、平成27年度で更新が完了した

ことから、前期計画期間で事業が完了しました。

　浄水施設耐震化事業は、計画していた正善寺、柿崎川浄水場及び城山配水池の耐震化が完

了したことから、前期計画期間で事業が完了しました。

　安全で安定的に水道水を供給するために、施設の耐震化対策として、基幹管路耐震化事

業、経年管更新事業（その他管路耐震化）を行います。

　特に後期計画期間では、災害時に最も重要な給水拠点となる病院や指定避難所等に供給す

るための管路について優先的に耐震化を行う基幹管路耐震化事業を中心に事業を行っていき

ます。

　また、災害発生時に水道水を確保するため、管網のブロック化を進め、断・減水リスクを

低減させます。

39.0%

53.7%

前期実績値 後期計画値

(30.7%) (33.7%)

H29 H30 H31 H32 H33
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

主要事業の内容

1．基幹管路耐震化事業

平成30年度末時点の基幹管路総延長　L＝528.3Ｋｍ

後期計画期間中更新延長　L=17.0Ｋｍ

平成34年度末更新延長　L＝201.4Ｋｍ

2．経年管更新事業（その他管路耐震化）

平成30年度末時点の更新予定対象延長　L=634.9Ｋｍ

後期計画期間中更新延長　L=42.1Ｋｍ

全体事業費 後期計画期間事業費

全体事業費 後期計画期間事業費

　実績に即した耐用年数を超過した水道管を計画的に更新して耐震化を進め、安全で安
定した供給の確保に努めます。更新の際は、需要見込みを考慮し口径を設定します。

3,058,596 千円

千円3,214,426

　地震による断・減水区域の縮小及び災害復旧期間の短縮を図ること、また、災害時に
最も重要な給水拠点となる病院や指定避難所等に供給するため基幹管路の耐震化を行い
ます。更新の際は、需要見込みを考慮して口径を設定します。

5,854,354 千円

5,834,726 千円

30.1% 30.7%
33.7% 35.0% 35.7% 36.5% 37.2%

39.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

％ 基幹管路耐震適合率の推移

実績値 計画値
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　安全で安定した供給（安定供給の確保）

業務指標
← →

2.03
件/人

※対象資格：ガス主任技術者甲・乙種、内管工事士1～3種、第二種販売主任者、石綿作業主任者、給水装
置工事主任技術者、浄水施設管理技士1・2級、管路施設管理技士1・2級、電気主任技術者第1～3種、危険
物取扱者乙種4類、無線技術士3級以上、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者、施工管理技士1・2級（土
木・管工事）、衛生管理者

対象資格取得数
÷

ガス水道局全職員数

職員資格取得度
2.01

件/人
1.92

件/人
2.05

件/人
2.01

件/人
1.93

件/人
1.89

件/人
1.83

件/人

0.09
円/㎥

各年度とも平成25年度実績
91.9％を維持
※当市が管理する施設全体の有
収率

92.7% 92.2%

0.03
円/㎥

0.12
円/㎥

0.09
円/㎥

0.12
円/㎥

92.2% 91.9%

水源保全投資額
÷

投資した流域からの取水量

水源保全投資額
0.03

円/㎥
0.06

円/㎥
0.04

円/㎥

有収率

H31 H32 H33
前期実績値 後期計画値

業務指標 H27 H28 H29 H30

　後期計画期間も安全で安定的に水道水を供給するために、浄水施設更新事業、配水施設更

新事業、漏水調査、水源かん養、職員研修を行います。

　有収率は、平成29年度実績で92.2％となっています。突発的な断・減水などの事故を未然

に防ぐとともに、施設の運転負荷を軽減し、経費の削減を図るため、有収率が低い地区を対

象に計画的な調査を行い、漏水を防止します。

　水源かん養は、過去に植樹した木は概ね順調に育ち、下草刈り等の手入れが不要になって

きています。また、合併処理浄化槽の設置は、定期的に周知を行っているものの、対象者の

諸事情から導入は進捗していません。後期計画期間においては、植樹した木の確認も含め、

水道水源保護地域内の巡視点検を行うとともに、周知看板の設置や啓発パンフレットの作成

を行い、水道水源の保護に努めていきます。

H34

有収水量÷配水量×100

16



第２章　主要事業、取組の検証と見直し

主要事業の内容

1．浄水施設更新事業

2．配水施設更新事業

3．漏水調査

4．水源かん養

5．職員研修

3,155,904 千円

216,191 千円

10,760 千円

　実績に即した耐用年数を超過した施設について、修繕履歴や使用年数、人口減少に対
応したダウンサイジングを検討した上で更新を行い、安全で安定した供給の確保に努め
ます。

　実績に即した耐用年数を超過した施設について、修繕履歴や使用年数、人口減少に対
応したダウンサイジングを検討した上で更新を行い、安全で安定した供給の確保に努め
ます。

3,679,102 千円

609,104 千円

60,784 千円

　技術や知識の向上や継承のため、水道管の接続を行う実地研修などの内部研修を行い
ます。また、外部研修への参加や水道事業運営に係る資格取得への支援を行います。

7,412 千円

11,296 千円

　水道水源保護地域の巡視点検、周知看板の設置、啓発パンフレットの作成を行い、水
道水源の保護に努めます。

　漏水調査を行い、突発的な断・減水などの事故を未然に防ぐとともに、有収率の維
持、向上を図り、施設の運転負荷を軽減し、経費の削減を図ります。

11,335 千円

18,032 千円

全体事業費 後期計画期間事業費

全体事業費 後期計画期間事業費

全体事業費 後期計画期間事業費

全体事業費 後期計画期間事業費

後期計画期間事業費全体事業費
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　安全で安定した供給（安全な水道水の給水）

業務指標
← →

主要事業の内容

1．鉛製給水管対策

2．水質検査

1.6%

前期実績値 後期計画値

各年度とも1.00件/1,000件以下
0.81件
/1,000件

0.38件
/1,000件

鉛製給水管残存率

2.1% 1.9% 1.8% 1.7%

215,935 千円

　安全な水道水を供給するため、法律に基づき水質検査を行います。また、水質検査結
果を浄水場での運転管理や水道管内の水質維持、管理に反映します。

水質に対する苦情割合

（苦情件数÷給水件数）×1,000

　安心して水道を利用してもらうため、需要家の敷地に埋設されている鉛製給水管か
ら、耐腐食性、耐震性に優れたポリエチレン管への取替えを周知、啓発します。
※ガス事業の定期保安調査と合わせて周知、啓発を行うため、経費は少額となります。

469,616 千円
全体事業費 後期計画期間事業費

33 千円

1.6% 1.5% 1.4%鉛製給水管残存数
÷

平成25年度末給水管本数

5,431 千円
全体事業費 後期計画期間事業費

　水道管洗浄作業は、管路更新や腐食しないポリエチレン管の普及により突発的な濁りが発

生しなくなってきているため、前期計画期間で事業を完了します。ただし、水質検査結果や

需要家からの通報などにより必要に応じて適宜、洗浄作業を行います。

　後期計画期間も水道法の水質基準に適合した安全な水道水を供給するために、鉛製給水管

対策及び水質検査を行います。

　鉛製給水管対策は、対象需要家には個別周知を3回実施し早期更新を促してきましたが、

リフォームや解体による入替えが中心となっています。このことから、今後は、ガス事業の

定期保安調査時に合わせて周知を行っていきます。

0.24件
/1,000件

1.00件
/1,000件
以下

業務指標 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　持続可能で機動的な事業経営

業務指標
← →

※損益勘定所属職員：収益的支出において予算措置がされている職員です。

　後期計画期間も施設の長寿命化、施設のダウンサイジング、職員数管理、企業債残高管

理、料金収納の促進、民間活力導入を行い、持続的で健全な経営を維持します。

業務指標 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

312.9
千㎥/人

316.0
千㎥/人

314.3
千㎥/人

313.6
千㎥/人

120.7%

（有収水量÷損益勘定所属職員数）
÷

1,000

損益勘定所属職員1人当たり
有収水量

305.7
千㎥/人

315.7
千㎥/人

321.6
千㎥/人

（経常収入÷経常支出）×100

経常収支比率

127.0% 127.8% 126.9%

給水収益に対する
企業債利息割合

7.9% 7.5% 7.1% 6.7%
（企業債利息÷給水収益）×100

148.8
ｇ・CO2/㎥

148.8
ｇ・CO2/㎥

（二酸化炭素排出量÷配水量）×106

［1-（未納金÷延調定額）］×100

給水収益に対する
企業債残高割合

374.2% 359.2% 340.2%
（企業債残高÷給水収益）×100

123.8%

配水量1㎥当たり
二酸化炭素排出量

159.4
ｇ・CO2/㎥

153.6
ｇ・CO2/㎥

150.3
ｇ・CO2/㎥

152.7
ｇ・CO2/㎥

148.9
ｇ・CO2/㎥

328.5% 310.4% 291.7% 276.3% 259.8%

収納率

148.8
ｇ・CO2/㎥

前期実績値 後期計画値

料金徴収業務委託後の平均値
99.5%を維持

99.6% 99.6% 99.7% 99.5%

6.2% 5.8% 5.3% 4.8%

315.4
千㎥/人

121.4% 120.3% 122.6%
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

取組の内容

1．職員数管理

2．企業債残高管理

3．料金収納の促進

4．民間活力導入の検討

　平成29年度から新規借入金を2億円に抑制しています。今後も抑制することで、建設改
良事業の見込み及び内部留保資金の推移から、支払資金や一般会計への貸付金などの資
金管理上最低限確保すべき内部留保資金額32億円を確保することができます。この金額
で借入れた場合、平成34年度では、平成27年度の企業債残高183.7億円と比べ60.2億円
（32.7％）減少の123.5億円になる見込みです。

　民間ノウハウを活用したほうが効率的である業務について整理を行い、業務を明確に
することで、更に効率的な事業経営をするため、民間活力の導入の検討を行っていきま
す。

　平成23年4月から料金徴収業務を民間委託しており、平成29年度は、99.7％と高い収納
率となっています。今後も民間ノウハウを活用し、高い収納率を維持していきます。

　上越市定員適正化計画（平成27年度から平成34年度まで）との整合を図り、職員数の
管理を行います。平成26年度88人いた職員を平成34年度では5人減の83人とする予定で
す。

183.7 175.5 166.6 157.7 148.7 139.5 131.6 123.5

3.90
3.68

3.46
3.22

2.99
2.76

2.52
2.30

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

50

100

150

200

250

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

億円

支払利息
企業債残高

企業債残高と支払利息の見通し

企業債残高実績 企業債残高計画 支払利息実績 支払利息計画
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第３章　経営収支見通し

３－１　概要

○ 有収水量は、平成27年度実績値と比べ平成34年度では98万2千㎥、4.3％減少する見込みです。ま

た、見直し前と比べ12万3千㎥、0.6％増加する見込みです。

このまま推移すると、平成66年度では、平成27年度に対し686万7千㎥、30.1％減少の1,593万7千

㎥となる見通しです。

○ 損益は、施設の長寿命化による減価償却費の減少、企業債新規借入れ抑制による支払利息の減少

により、計画期間中、継続して純利益を計上する見通しです。

長期的には、平成54年度に純損失を計上する見込みであり、それまでは現行料金水準を維持でき

る見込みです。

当　初 1,317 1,202 832 839

284 131 199 263増　減 155 279 556 262

改　定 1,472 1,481 1,388 1,101 1,134

改　定 22,804 22,613 22,707 22,269

（単位：百万円）

年　度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

増　減 △ 119 △ 140 127 △ 117

実　績 見込 計　画

当　初 22,923 22,753 22,580 22,386 22,237 22,064 21,881 21,699

第３章　経営収支見通し

（単位：千㎥）

年　度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

実　績 見込 計　画

22,086 21,997 21,876 21,822

850 932 952 933

△ 151 △ 67 △ 5 123

1,063 1,151 1,196

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

千㎥
有収水量の見通し
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第３章　経営収支見通し

○ 企業債残高は、内部留保資金の活用により企業債の新規借入れを抑制することから、計画期間

中、60億1,300万円、32.7％減少する見通しです。

○ 内部留保資金は、施設の長寿命化による更新費用の抑制により、計画期間中、16億8,000万円、

27.7％増加する見通しです。

長期的には、平成31年度をピークに減少し、平成61年度で最低限必要とされる資金32億円を下回

る見通しです。

　

増　減 △ 253 △ 116 1,018 650 745 446 △ 188 △ 773

8,394 7,746改　定 6,066 7,049 8,571 8,595

当　初 6,319 7,165 7,553 8,582 8,519

年　度 H27 H28 H29 H30

8,974 8,954

増　減 △ 51 △ 124 △ 124 △ 125

7,945 8,229 8,508

実　績 見込 計　画

H31 H32 H33 H34

15,000 14,082 13,143 12,197

△ 127 △ 131 13 158

（単位：百万円）

改　定 18,368 17,551 16,662 15,774 14,873 13,951 13,156 12,355

当　初 18,419 17,675 16,786 15,899

年　度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

実　績 見込 計　画

（単位：百万円）

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

単位：億円
企業債残高建設改良費

建設改良費と企業債残高の見通し

建設改良費 企業債残高
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第３章　経営収支見通し

３－３　積算根拠

経営収支見通しについて、下記のとおり想定し算出しました。

積算根拠の計上額等は、平成27年度から平成29年度までは実績値、平成30年度は見込値、平成31年度

以降は計画値としています。

（１）収益的収入の推計

【有収水量】

　○各区の口径ごとに需要を想定した。

　○給水人口の減少が顕著に影響する13ｍｍ及び20ｍｍの小口径の年間有収水量に

　　ついては、推計給水人口×1人当たり有収水量で想定した。

・推計給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所が平成30年3月に公表した将

　来推計人口をもとに、合併前市町村別の推計人口を算出した。

・1人当たり有収水量は、平成17年度から平成29年度までの実績有収水量の推移

　により平成31年度以降を推計した。

・口径13ｍｍと20ｍｍとの内訳は、平成17年度から平成29年度までの実績有収

　水量の割合により按分した。

　○25ｍｍ以上の中口径及び大口径の有収水量は、人口減少の影響を見込まないた

　　め、直近5年間の平均有収水量を採用した。

【給水収益】

　○年間有収水量に現行の料金単価を乗じて算出した。

　年間有収水量(㎥)×現行料金単価（円）　

【受注工事収益・手数料】

　○年間工事件数及び1件当たりの収益額など、年度によって傾向が異なり、推計

　　が困難なため、直近5年間の平均額を計上した。

12 1213 12 12 13 15 13

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

（単位：百万円）

4,909 4,887 4,897 4,802 4,791 4,783 4,762 4,756

営業雑収益

21,876 21,822

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

22,804 22,613 22,707 22,269 22,086 21,997

H34

（単位：百万円）

営業収益

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

（単位：千㎥）

区　分 積　算　根　拠

30



第３章　経営収支見通し

【繰入金】

　○総務省通知の繰入基準に基づいて算出した見込額を計上した。

・高料金対策に要する経費

・広域化対策に要する経費

・統合前の簡易水道の建設改良に要する経費

【加入金】

　○口径別の年間申込件数が年度によって傾向が異なり、推計が困難なため、直近

　　5年間の平均額を計上した。

　○平成31年度は、消費税増税に伴う駆け込み需要による増収を見込んだ。

【雑収益】

　○下水道料金収納事務受託収益や補償修繕収益など、今後も継続的に見込まれる

　　収益は、直近5年間の平均額を計上した。

【長期前受金戻入】

　○平成29年度までに取得した資産に係る各年度の見込額に、今後新たに取得する

　　資産に係る見込額を加えて計上した。

　○計上しない。特別利益

H33 H34

1,418 1,366 1,355 1,380 1,340 1,337 1,307 1,282

H27 H28 H29 H30 H31 H32

88 85 80 96 92 86

52 46 52 54 73 51 51 52

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

396 406 140 136 128 40 38 34

H27 H28 H29 H30 H31 H32

区　分 積　算　根　拠

営業外収益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

H33 H34

H34

86 87

31



第３章　経営収支見通し

（２）収益的支出の推計

【人件費】

　○人件費算出に当たっては、上越市定員適正化計画（平成27年度～平成34年度）

　　との整合を図り、ガス水道局職員の削減数を平成23年4月1日現在の132人

　　＋旧企業団14人の146人から平成32年度には132人、14人の削減を行うものと

　　し、平成26年4月1日現在の140人から計画期間中で8人（ガス事業会計3人、水

　　道事業会計5人、簡易水道事業会計1人)の削減を行うものとして計上した。

　平成26年度　88人（水道　77人、簡水　11人）

　平成30年度　85人（平成26年度対比　△3人）

　平成32年度　83人（　　　〃　　　　　　　△5人）

　○職員給与費は、平成25年度から平成29年度までの1人当たり平均年間給与額に

　　各年度の推定職員数を乗じて算出した。なお、人事院勧告によるベースアップ

　　等の変動要素は加味しない。

　○退職給付費は、平成30年度の職員を基準とし、平成31年度末時点における要支

　　給額増加分の1人当たり平均額を算出し、各年度末における見込職員数を乗じ

　　た額を計上した。

※上記金額の他に、資本的支出の建設改良費に含まれる人件費あり

【修繕費】

　○施設の長寿命化を図ることにより、減価償却費が減少する一方、施設の維持管

　　理のための定期的な点検及び修繕が増加することを想定し、平成25年度から平

　　成29年度までの実績平均額に減価償却費の対前年度増減比率を乗じて計上し

　　た。

　5年実績平均額（円）×減価償却費対前年増減比率（％）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

H34

区　分 積　算　根　拠

営業費用

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

561 561

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

615 567 558 574 580 561

265 267 185 338 265 296 301 295

営業雑費用

32



第３章　経営収支見通し

【動力費／光熱燃料費】

　○平成25年度から平成29年度までの配水量１㎥当たりの平均額に各年度の見込

　　配水量を乗じた額を計上した。

　5年実績平均額（円/㎥）×配水量（㎥）

【委託料】

　○現行の委託業務形態が当面継続するものとし、直近5年間の平均額を計上した。

【薬品費】

　○平成25年度から平成29年度までの配水量１㎥当たりの平均額に各年度の見込

　　配水量を乗じた額を計上した。

　5年実績平均額（円/㎥）×配水量（㎥）

【固定資産除却費】

　○平成25年度から平成29年度までの減価償却費に対する除却費の割合を求め、そ

　　の平均値に各年度の減価償却費を乗じた額を計上した。

【減価償却費】

　○平成29年度までに取得した資産に対する減価償却費に、各年度に見込まれる建

　　設改良費に対する減価償却費を加えた額を計上した。

・法定耐用年数

施設整備に係るもの　　　 15年

本支管整備に係るもの　　40年

3,153 3,149 3,141 3,112 3,100 3,047 2,929 2,883

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

181 138 147 214 217 258

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

253 254

169 150 158 143 155 154

H34

37 37 27 27 31 27 27 27

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

357 371 370 381 372 367

営業費用

営業雑費用

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

区　分 積　算　根　拠

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

H34

369 369

153 153

（単位：百万円）

（単位：百万円）

H34
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第３章　経営収支見通し

【その他費用】

　○備消品費、賃借料、手数料、保険料など各年度の金額変動が少ないものは、直

　　近5年間の平均額を計上した。

【支払利息】

　○平成29年度までの既発債の支払利息額に、今後の新規企業債発行額に対する支

　　払利息額を加えた額を計上した。

（３）資本的収入の推計

　○企業債の新規借入れ抑制により将来負担の軽減を図るため、可能な限り内部留

　　保資金を活用する。

　＜積算条件＞

・城山浄水場の改修予定年度については、平成33年度から平成36年度までの4年

　間を見込む。

・支払資金及び一般会計への貸付金など、資金管理上最低限確保すべき内部留

　保資金額を32億円に設定し、改修工事の竣工予定年度末において設定額を下

　回らないよう起債額を決定した。

・計画期間中は、年間2億円借入れることとし、城山浄水場の改修が完了する

　平成37年度以降は、内部留保資金残高の推移から、新規借入れを見込まない。

　※城山浄水場の改修を見込んでいる平成33年度から平成36年度までの

　 　　　　　　　　　　　 　 4年間は、借入額を増額し、3億5,000万円／年とする。

323 300 200 200 200 200 350 350

区　分 積　算　根　拠

企業債

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

390 368 346 322 299 276 252 230

248 278 219 273 288 263 263 259

営業外費用

営業費用

営業雑費用

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

区　分 積　算　根　拠

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

H34

34



第３章　経営収支見通し

　○平成29年度実績及び平成30年度見込みの平均額を採用し、各年度に計上した。

　○下水道関連工事負担金は、今後の下水道事業の見通しにより見込まれる負担金

　　を計上した。

　○その他の工事負担金は、平成25年度から平成29年度までの負担金対象工事費に

　　占める負担金の平均割合を、各年度の工事費に乗じた額を計上した。

　○総務省通知の繰入基準に基づいて算出した見込額を計上した。

・広域化対策に要する経費

・統合前の簡易水道の建設改良に要する経費

　○平成32年度の1億1,100万円は、局新庁舎建設に伴い、局現庁舎を市長部局（一

　　般会計）へ売却する予定のため、局現庁舎に係る資産の帳簿価格相当分を計上

　　した。

固定資産売却収入

繰入金

H31 H32

325 338 321 355 558 283

H27 H28 H29 H30

H27 H28 H29 H30

156 132 118 113 111

H31 H32 H33 H34

113 117 118

288

H33 H34

286

135 112 170 194 231 182 182 182

工事負担金

補助金

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

区　分 積　算　根　拠

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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第３章　経営収支見通し

（４）資本的支出の推計

　○基幹管路耐震化事業は、断・減水リスクの高い浄水場出口からの大口径管から

　　優先的に事業を進めていく。

　○その他の経年管は、更新基準年数を実績に即した耐用年数に延伸し、更新を行っ

　　ていく。

　○下水道関連工事費は、今後の下水道事業の見通しにより見込まれる移設工事費

　　を計上した。

　○その他の他工事関連工事費は、平成25年度から平成29年度までの負担金対象工

　　事費の平均額を計上した。

　○設備の更新は、法定耐用年数から実績に即した耐用年数まで更新基準年数を延

　　伸し、過去の修繕履歴や老朽度等に加え、将来の需要見込みも踏まえて、優先

　　度の高いものから更新することとして積算した。

　○城山浄水場の改修費を総額約50億円と想定した。なお、工期を平成33年度着

　　工、平成36年度竣工の4年間として各年度に費用を計上した。

　○平成31年度及び平成32年度は、新局庁舎建設のため2か年で約6億円を計上し

　　た。

　○平成29年度までの既発債の償還額に、新規企業債発行額に対する償還額を加え

　　た額を計上した。

企業債償還金

H27 H28 H29 H30 H31 H32

区　分

建設改良費

H33

2,210 2,406 2,358 2,886 2,841 2,845 3,454

積　算　根　拠

1,144 1,1511,163 1,118 1,089 1,088 1,101 1,123

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

（単位：百万円）

H34

3,570

（単位：百万円）
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第４章 第２次計画の推進 

第４章 第２次計画の推進                         

４－１ 第２次計画の進捗管理 

  平成 34 年度での姿の「安全、安心な水道水の安定供給を維持している。」「現行料

金を維持し、健全な経営を行っている。」「施設・管路更新に必要な資金を確保してい

る。」を実現するため、引き続き本計画を予算編成の基本計画とし、計画の具体化を

図ります。 

  また、毎年度の進捗状況を定期的に把握し、情勢変化等にも柔軟に対応するため、

PDCA（Plan－Do－Check－Action）サイクルによる進捗管理を確実に実施し、計画の

推進を図ります。進捗状況は、毎年度の市議会への決算認定提案時に公表します。 

  なお、計画策定後の情勢変化等は、次のような事象を想定しています。 

① 人口減少の進行が想定以上に進行するなど、社会経済情勢の変動により有収水

量が著しく減少する場合 

② 国の制度変更等により経営見通しに影響がある場合 

③ 業務指標の計画値と実績値に著しい差異が生じる場合 

 

 

 

予算への反映

計画の進行管理イメージ

検証
Check

実施
Do

計画
Plan

改善
Action

第2次中期経営計画

H27～H34

予算（毎年度）

第6次総合計画
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第４章 第２次計画の推進 

４－２ 第２次計画の評価・検証 

  今回、見直した第 2 章「主要事業、取組の検証と見直し」に掲げた業務指標によ

って、毎年度、評価・検証を行います。著しい情勢変化等があった場合には、必要に

応じて業務指標及び事業計画内容の見直しを行います。見直した内容は、適切な時期

に公表します。 

また、最終年度である平成 34 年度に計画期間全体の総括的な評価・検証を行い、 

結果を上越市第 3次水道事業中期経営計画策定作業に反映させます。 
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